
平成 26年度 少子化に関する市民意識調査及び 

職場における少子化に関する調査 結果の概要 

 

 

 

 

Ⅰ市民意識調査 

 

１．少子化などに関する意識（問 10） 

（１） 少子化が社会に与える影響 

少子化が与える影響については、「年金や医療費の負担など、社会に与える影響」

が 81.1％で最も多く、続いて「労働力人口の減少など、経済活力に与える影響」が

62.6％となっている。年代が上がるごとに低い出生率が続くことへの危機感を感じ

ている人の割合が増している。 

   

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

48.6%

62.6%

81.1%

27.5%

23.6%

2.7%

1.9%

1.4%

2.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

過疎化の一層の進行など、社会の活力に与え

る影響

労働力人口の減少など、経済活力に与える影

響

年金や医療費の負担など、社会保障に与える

影響

学校の減少など、教育環境に与える影響

切磋琢磨し合う同年代の子どもの減少など、子

どもの健全な成長に与える影響

その他

少子化問題については関心がない

特にない

わからない



（２）「安心して産み育てることができる社会」を実現するために重要なこと（問 12） 

    「子育てにかかる経済的負担を軽減すること」が 62.0％で最も多く、続いて「安

定した雇用など、生活基盤を確保すること」が 55.2％、「仕事と生活の調和の推進や

育児休業制度の充実など、子育てしやすい職場環境を整備すること」が 54.0％とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）理想子ども数と予定子ども数（問 15-②） 

 理想子ども数は 3人が 49.8％で最も多く、理想子ども数の平均は 2.6人、予定子

ども数（現在の子ども数＋今後持つつもりの子ども数）は 2.2 人で、その差は 0.4

人となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

59.1%

14.6%

18.5%

27.0%

18.1%

7.8%

4.6%

9.6%

34.2%

24.2%

8.5%

12.8%

8.9%

6.0%

6.8%

12.5%

3.2%

2.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

子育てや教育にお金がかかるから

保育サービスが整っていないから

雇用が安定していないから

働きながら子育てができる職場環境がないから

自分の仕事（勤めや家業）に差し支えるから

家が狭いから

子どもがのびのび育つ社会環境でないから

自分や夫婦の生活を大切にしたいから

高年齢での出産に不安があるから

育児の身体的・精神的負担が大きいから

妊娠・出産のときの身体的・精神的な苦痛が嫌だから

健康上の理由から

欲しいけれども今のところまだ子どもを授からないから

配偶者の家事・育児への協力が得られないから

配偶者が望まないから

その他

特にない

わからない

選択項目 回答数 構成比

０人 12 1.7%

１人 16 2.3%

２人 276 38.8%

３人 354 49.8%

４人 39 5.5%

５人以上 14 2.0%

無回答 32 -

　計 743 100.0%

※構成比は有効回答者数を母数として算出

平　均 2.6

最　小 0.0

最　大 11.0

０人

1.7% １人

2.3%

２人

38.8%

３人

49.8%

４人

5.5%

５人以上

2.0%

Z



（４）現在の子どもの人数（問 15-②） 

    「2人」が 34.3％で最も多く、続いて「0人」30.5％「1人」18.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）予定子ども数が理想子ども数を下回る理由や子どもを持つつもりのない理由（問 16） 

「子育てや教育にお金がかかるから」が 59.1％で最も多く、続いて「高年齢での

出産に不安があるから」が 27.0％となっている。 

男女別で差が大きいのは、「育児の身体的・精神的負担が大きいから」「自分の仕

事に差し支えるから」などで女性が高くなっている。 
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4.6% 
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27.5% 

15.6% 

3.7% 

10.1% 

6.4% 

1.8% 

6.4% 

11.0% 

3.7% 

5.5% 

58.1% 

14.0% 

18.6% 

30.8% 

22.1% 

6.4% 

4.7% 

9.3% 

38.4% 

29.7% 

11.6% 

14.5% 

10.5% 

8.7% 

7.0% 

13.4% 

2.9% 

1.2% 

子育てや教育にお金がかかるから 

保育サービスが整っていないから 

雇用が安定していないから 

働きながら子育てができる職場環境がない… 

自分の仕事（勤めや家業）に差し支えるから 

家が狭いから 

子どもがのびのび育つ社会環境でないから 

自分や夫婦の生活を大切にしたいから 

高年齢での出産に不安があるから 

育児の身体的・精神的負担が大きいから 

妊娠・出産のときの身体的・精神的な苦痛… 

健康上の理由から 

欲しいけれども今のところまだ子どもを授… 

配偶者の家事・育児への協力が得られない… 

配偶者が望まないから 

その他 

特にない 

わからない 

男性 

女性 

選択項目 回答数 構成比

０人 219 30.5%

１人 133 18.5%

２人 246 34.3%

３人 102 14.2%

４人 15 2.1%

５人以上 3 0.4%

無回答 25 -

　計 743 100.0%

※構成比は有効回答者数を母数として算出

平　均 1.4

最　小 0.0

最　大 5.0

０人

30.5%

１人

18.5%

２人

34.3%

３人

14.2%

４人

2.1%

５人以上

0.4%

Z



２．子育てに関する状況 

（１）結婚や出産を機に仕事をやめたことがあるかどうか（問 17,18） 

 男性は「ない」が 92.4％である。女性は「ある」が 69.5％で、やめた理由は、「結

婚のため」が 37.5％、出産のためが 59.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

辞めたことがあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

辞めた理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.5%

69.5%

92.4%

29.5%

2.1%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

ある ない 働いたことがない

仕事をやめたこと

がある

仕事をやめたこと

はない
働いたことがない 無回答

構成比 構成比 構成比 回答数

総数 743人 76人

男女別

　男性 282人 5.5% 92.4% 2.1% 45人

　女性 461人 69.5% 29.5% 0.9% 31人

性別・子どもの有無

　男性子ども無し 101人 2.9% 91.4% 5.7% 30人

　男性子ども有り 166人 6.8% 93.2% 0.0% 4人

　男性子ども不明 17人 11人

　女性子ども無し 120人 29.9% 67.0% 3.1% 22人

　女性子ども有り 335人 81.8% 17.9% 0.3% 5人

　女性子ども不明 8人 4人

構成比は有効回答者数を母数として算出（複数回答）

回答数計
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そ
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他

無
回
答

　
計

回答数 5 1 5 3 4 0 13

構成比 38.5% 7.7% 38.5% 23.1% 30.8% - -

回答数 112 179 80 18 31 0 299

構成比 37.5% 59.9% 26.8% 6.0% 10.4% - -

回答数 0 0 0 0 0 0 0

構成比 - - - - - - -

計 回答数 117 180 85 21 35 0 312

※構成比は有効回答者数を母数として算出（複数回答）

男

女

無回答



（２）子どもが生まれてからの働き方（問 23） 

    一人目の子どもが生まれてからの働き方について回答者本人と配偶者について聞

いたところ、男性は「これまでと変わらない」が 7 割以上であり、女性は「仕事を

やめた」が 5割弱で最も多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３） 子どもが生まれてからの日頃の自分の時間の過ごし方（問 23） 

子どもが生まれてからの日頃の自分の時間の過ごし方回答者本人と配偶者につい

て聞いたところ、男性の過ごし方については、回答者本人は「友人との付き合い、

趣味の活動時間を減らした」が 58.0％で最も多く、妻からは「子どもを含めて家族

で楽しめることを始めた」が 42.7％と最も多くなっている。 

女性の過ごし方については、回答者本人は「家事をする時間が増えた」が 66.9％

で最も多く、夫からは、「子ども中心の生活とし、自分の時間は持たないようになっ

た」が 51.1％で最も多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（４） あなたや配偶者が子どもと過ごす時間（問 24） 

 子どもと過ごす時間については、男性の平日は「0～3時間」が 72.4％で最も多く、

休日は「12～24時間」がもっと多くなっている。女性の平日は、「12～24時間」が

約 4割と最も多く、」休日も「12～24時間」が最も多く、夫から見た割合が多い。 

 

男性の配偶者や子どもと過ごす時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女性の配偶者や子どもと過ごす時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．結婚に関する意識 

（１） 結婚に対する考え（問 30） 

結婚したことがない方に結婚に対する考えを聞いたところ、「理想的な相手が見つか

るまでは結婚しなくてもかまわない」が最も多くなっている。20歳代では「ある程

度の年齢までには結婚するつもり」が最も多く、30 歳代、40 歳代では「理想的な

相手が見つかるまでは結婚しなくてもかまわない」が最も多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 独身でいる理由（問 32） 

 男女とも「結婚したい相手にまだめぐり会わないが」5 割以上で最も多くなって

いる。男性は続いて「経済的な余裕がない」「異性とうまくつき合えない」が多く、

女性は「仕事が忙しくて出会うチャンスが少ない」となっている。 
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ある程度の年齢までには結婚するつもり

理想的な相手が見つかるまでは結婚しなくてもかまわない

一生結婚するつもりはない
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結婚するにはまだ若すぎる

結婚する必要性を感じない

今は、仕事(または学業)に打ち込

みたい

今は、趣味や娯楽を楽しみたい

仕事が忙しくて出会うチャンスが少

ない

独身の自由や気楽さを失いたくな

い

結婚したい相手にまだめぐり会わな

い

異性とうまくつきあえない

経済的な余裕がない

結婚生活のための住宅のめどが立

たない

親や周囲が結婚に同意しない(だ

ろう)

その他
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親や周囲が結婚に同意しない(だ

ろう)

その他

女



（３）結婚相手と知り合ったきっかけ、知り合うきっかけとして期待すること（問 5） 

    「同じ仕事・職場で」が 34・4％と最も多く、続いて「友人や兄弟姉妹の紹介」28.5％

となっている。独身者では、20 歳代では「友人や兄弟姉妹の紹介」が最も多く、

30歳代では「婚活イベントやパーティー」がもっと多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独身者の知り合うきっかけとして期待すること 

 

  
男性 女性 

20 歳代 30 歳代 40 歳代 20 歳代 30 歳代 40 歳代 

1 学校で 6.9% 0.0% 0.0% 3.4% 4.2% 7.4% 

2 同じ仕事や職場で 17.2% 11.1% 3.6% 13.8% 12.5% 14.8% 

3 幼なじみ・隣人 1.7% 0.0% 0.0% 3.4% 6.3% 7.4% 

4 学校以外のサークル活動や習い事で 15.5% 6.3% 7.1% 10.3% 8.3% 7.4% 

5 友人や兄弟姉妹の紹介 13.8% 19.0% 7.1% 19.0% 8.3% 7.4% 

6 お見合い（親せき・上司の紹介を含む） 5.2% 7.9% 7.1% 0.0% 0.0% 7.4% 

7 結婚相談所 1.7% 3.2% 7.1% 1.7% 2.1% 3.7% 

8 婚活サイト 1.7% 3.2% 0.0% 0.0% 4.2% 3.7% 

9 街中や旅先 5.2% 9.5% 17.9% 6.9% 4.2% 3.7% 

10 婚活イベント・パーティー 8.6% 12.7% 10.7% 10.3% 20.8% 3.7% 

11 その他 3.4% 6.3% 3.6% 3.4% 2.1% 11.1% 

12 無回答 19.0% 20.6% 35.7% 27.6% 27.1% 22.2% 

  未婚人数 32 35 23 37 29 15 

  調査総数 38 116 128 69 191 201 

  未婚率 84.2% 30.2% 18.0% 53.6% 15.2% 7.5% 
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34.4%
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28.5%
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6.0%
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0.0% 20.0% 40.0%

学校で
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幼なじみ・隣人

学校以外のサークル活動や習い事で

友人や兄弟姉妹の紹介

お見合い（親せき・上司の紹介も含む）

結婚相談所

婚活サイト

街中や旅先

婚活イベント・パーティー

その他



４．ワーク・ライフ・バランスに関する意識（問 34） 

（１） 仕事と生活のバランス（ワーク・ライフ・バランス）はうまく取れていると思うか。 

 男性は、「あまりそう思わない」が 33.1％で最も多く、女性は「ややそう思う」

が 36.6％で最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．期待する少子化施策 

（１）「結婚を希望する人」の結婚を支援する施策（問 37） 

    「安定した雇用環境を提供する」が最も多く、続いて「出会いの場を提供する」

となっている。 
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安定した雇用環境を提供する

結婚や住宅に対する資金貸与や

補助を行う

出会いの場を提供する

結婚したほうが有利となるような税

制を行う

夫婦がともに働きつづけられるよう

な職場環境の充実

若者の結婚を推奨するような啓発

活動を行う

その他

特にない

わからない
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51.4%
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出会いの場を提供する

結婚したほうが有利となるような税

制を行う

夫婦がともに働きつづけられるよう

な職場環境の充実

若者の結婚を推奨するような啓発

活動を行う

その他

特にない

わからない

女



（２）安心して妊娠・出産ができる環境を整備する施策（問 38） 

    「産科医療体制を充実する」が 7 割と最も多く、続いて、男性は「主産育児一時

金を増額する」が 46.1％、女性は「妊娠中の健康診断を無料化する」が 48.1％とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

60.9%

24.4%

33.2%

24.4%

46.1%

18.8%

10.7%

2.6%

3.3%

8.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

産科医療体制を充実する

不妊治療に対する助成を拡充する

妊娠中の健康診断を無料化する

産前６週間(多胎妊娠は14 週間)・

産後８週間の休業期間を拡大する

出産育児一時金(４２万円)を増額す

る

母子保健サービスを充実する

家事援助などを行うヘルパーの訪

問サービスを充実する

その他

特にない

わからない

男
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20.0%
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産後８週間の休業期間を拡大する
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る
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家事援助などを行うヘルパーの訪

問サービスを充実する

その他

特にない

わからない
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（３）子育てを支援する施策（問 39） 

    「児童手当や扶養控除など、子育てに対する経済的支援を充実する」が最も多く、

子どもの人数が増えるにつれ、割合が増加している。続いて 20歳代は「育児休暇を

取りやすい職場環境を整備する」が 28.3％、30歳代では「教育費への支援を充実す

る」が 34.3％、40歳代では「子ども医療費への支援を充実する」が 33.4％となって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.2%

61.9%

23.1%

15.4%

20.9%

15.4%

16.8%

29.7%

32.6%

12.1%

5.5%

4.0%

0.7%

3.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

保育所の時間延長や保育ママな

ど、多様な保育サービスを充実する

児童手当や扶養控除など、子育て

に対する経済的支援を充実する

育児休業をとりやすい職場環境を整

備する

フレックスタイムの導入など、柔軟な

働き方を推し進める

時間外勤務を短縮する等、男性の

育児参加を促進する

育児休業中の所得保障を充実する

出産・育児による退職後の再就職

支援を充実する

子ども医療費への支援を充実する

教育費への支援を充実する

子どもを連れて安心して利用できる

施設等を整備する

育児について相談する場、親同士

交流できる場を提供する

その他

特にない

わからない

男

30.9%

55.0%

25.2%

18.9%

16.2%

18.6%

23.7%

30.5%

29.4%

15.4%

7.9%

4.2%

1.1%

3.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

保育所の時間延長や保育ママな

ど、多様な保育サービスを充実する

児童手当や扶養控除など、子育て

に対する経済的支援を充実する

育児休業をとりやすい職場環境を整

備する

フレックスタイムの導入など、柔軟な

働き方を推し進める

時間外勤務を短縮する等、男性の

育児参加を促進する

育児休業中の所得保障を充実する

出産・育児による退職後の再就職

支援を充実する

子ども医療費への支援を充実する

教育費への支援を充実する

子どもを連れて安心して利用できる

施設等を整備する

育児について相談する場、親同士

交流できる場を提供する

その他

特にない

わからない

女



Ⅱ企業意識調査 

 

１．企業の概要 

（１）業種（問 1） 

    「製造業」が 34.8％で最も多く、続いて「建設業」が 17.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）従業員数（問 2） 

    「10人未満」34.0％で最も多く、続いて「10～19人」が 20.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.7%

17.0%

34.8%

4.3%

0.7%

0.7%

14.2%

2.1%

0.7%

3.5%

2.8%

2.1%

0.0%

7.1%

8.5%

0.7%

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業・郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

その他サービス業

農業、林業、漁業

0.0% 20.0% 40.0%

10人未満

34.0%

10～19人

20.6%

20～

29人

7.8%

30～49人

13.5%

50～99人

10.6%

100～199人

7.8%

200～299人

3.5%

300人以上

2.1%

Z



２．各種支援制度について 

（１）育児休業制度の有無（問 7） 

    育児休業制度の有無については、10人未満は「ない」が 54.2％と最も多く、従業

員数が多くなるにつれ、「ある」の構成比が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）育児休業制度を取得した人（問 8） 

    「いない」が 69.6％、「いる」が 30.4％となっている。従業員数が多くなるにつれ、

「いる」の構成比が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある

67.9%

ない

32.1%

Z

45.8%

58.6%

60.0%

89.5%

93.3%

100.0%

100.0%

100.0%

54.2%

41.4%

40.0%

10.5%

6.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満

10～19人

20～29人

30～49人

50～99人

100～199人

200～299人

300人以上

ある ない

8.0%

20.0%

16.7%

29.4%

46.7%

54.5%

60.0%

100.0%

92.0%

80.0%

83.3%

70.6%

53.3%

45.5%

40.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満

10～19人

20～29人

30～49人

50～99人

100～199人

200～299人

300人以上

いる いない

いる

30.4%

いない

69.6%

Z



（３）短時間勤務制度の有無（問 10） 

    「制度としてない」が 44.6％、「ある」が 39.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）短時間勤務制度を取得した人（問 11） 

    「いない」が 78.7％、「いる」が 21.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．男性の育児参加について 

（１）企業が男性の育児参加促進に取り組むことについて（問 20） 

    「今すぐ必要はないが、将来的には必要」が 34.8％で最も多く、続いて「理解す

るが企業として取り組む必要はない」が 32.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制度（規定）として

ある

39.6%

運用として認めてい

る

15.8%

ない

44.6%
Z

いる

21.3%

いない

78.7%

Z

もっと積極的に取り

組む必要がある

15.9%

今すぐ取り組む必

要はないが、将来

的には必要である

34.8%

男性の育児参加の

必要性は理解する

が、企業として取り

組む必要はない
32.6%

男性の育児参加を

進める必要はない

8.3%

その他

8.3%

Z



４．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）について 

（１）企業で取り組んでいること（問 22） 

    「仕事を効率化するための工夫の実施」が 39.1％で最も多く、続いて「従業員相

互で業務を共有するなど、欠員に対応できる体制の整備」が 36.1％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）結婚・子育て支援や仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）への取り組み

は貴社にとってプラスの効果になると思うか（問 23） 

    「まあそう思う」が 44.7％で最も多く、続いて「そう思う」が 25.8％となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8.3%

9.0%

10.5%

36.1%

1.5%

4.5%

1.5%

28.6%

28.6%

39.1%

23.3%

2.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

経営戦略に盛り込んでいる

管理職の意識改革（講演・研修などの実施）

従業員の意識改革（個別面談・研修などの実施）

従業員相互で業務を共有するなど、欠員に対応できる体

制の整備

独自の両立支援制度を設けている（法律の規定を上回る

育児休業、短時間勤務等）

社内の両立支援制度（育児休業、短時間勤務等）を積極

的にPR

両立支援制度の利用が不利益とならないようにルール化し

ている

早く帰宅することを励行（ノー残業デーなどの設置）

年次有給休暇の取得促進

仕事を効率化するための工夫の実施（業務改善に継続的

に取り組む等）

取り組んでいない

その他

そう思う

25.8%

まあそう思う

44.7%

あまりそう思わない

23.5%

思わない

6.1%

Z



（３）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に取り組むために行政に望むこと 

    「取り組みに対する助成」が 49.6％で最も多く、続いて「保育園や子ども交流センタ

ーなどの子どもの預かりに関するメニューを拡充」が 44.8％となっている。（問 27） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.4%

23.2%

19.2%

18.4%

2.4%

12.0%

44.8%

49.6%

4.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

企業に対して結婚・子育て支援や「仕事と生活の調和」

（ワークライフバランス）へ取り組むことの重要性をＰＲしてほ

しい

子育て支援に関する制度や先進的な取り組み事例など、

積極的な情報提供を行ってほしい

行政自らが結婚・子育て支援や「仕事と生活の調和」（ワー

クライフバランス）等を実践してほしい

積極的に取組んでいる企業を認定し、融資や入札などの優

遇措置を講じてほしい

職場に結婚・子育て支援や「仕事と生活の調和」（ワークラ

イフバランス）を進めるためのアドバイザーを派遣してほしい

求職者や学生に対して子育て支援や「仕事と生活の調和」

（ワークライフバランス）が進んでいる企業の情報を提供して

ほしい

保育園や子ども交流センターなどの子どもの預かりに関する

メニューを拡充してほしい

企業における結婚・子育て支援策や「仕事と生活の調和」

（ワークライフバランス）への取り組みに対する助成をしてほ

しい

その他


